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特集報文：ダム技術の今後の展開 

ダム再生の技術的留意点(1) 
～放流能力増強・同軸嵩上げ～ 

佐藤弘行・矢島良紀・石神孝之

 

1．はじめに1 

ダム再生は治水・利水・環境等における流域の

特性や課題に対応し、ハード・ソフトの両面から

既設ダムを有効活用する取り組みであり、目的が

多岐にわたるほか、その手法も多種多様である。 

国土技術政策総合研究所および土木研究所では、

永年にわたり堤体嵩上げや放流能力の増強などの

研究開発および技術指導を実施し、その成果は

「ダム再生ガイドライン」 1)等に反映されている。  

本報文では、ダム再生のうち治水・利水機能向

上のための既存施設改良に位置づけられる洪水吐

きの放流能力増強と貯水容量増大を目的とした既

設堤体の嵩上げについて、実施事例を重ねてきた

結果から見えてきた技術的留意点について述べる。 

 既設堤体の嵩上げ方式には、同軸嵩上げの他、

下流側に軸線をずらした下流軸嵩上げ、下流サイ

トへのダム新設の方式があるが、本報文では、ダ

ム再生特有の課題や留意点が多く、事例も豊富な

重力式コンクリートダムの同軸嵩上げを中心に記

述する。下流軸嵩上げについては、現在、実施中

の事業等での技術的な対応等を別途整理し報告を

考えている。下流サイトへのダム新設については

技術的には新設ダムの場合を援用できると考えら

れることから割愛する。 

なお、ダム再生により貯水池の水位変動範囲や

変動速度が変更される場合の貯水池地すべり等の

斜面管理や、貯水容量維持のための堆砂対策、流

木・沈木、水質保全等の貯水池管理については、

「ダム再生の技術的留意点(2)」2)で述べる。 

2．放流能力増強の技術的留意点 

治水・利水機能向上のための既存施設改良に位

置づけられる洪水吐きの放流能力増強の手法につ

いては、大きくは「堤体切削」・「堤体削孔」・「ト

ンネル洪水吐き新設」の3つの手法があり、それ

──────────────────────── 
Technical Points to Upgrade Dams (1): Increasing 
Discharge Capacity and Raising Dam Bodies 

ぞれの手法について紹介する。 

2.1 堤体切削によるクレスト洪水吐の増設 
堤体を切削してクレスト（越流形式）放流設備

を新設・増強する手法である。堤頂付近の施工で

あり設計水深が小さいため、高圧対応の課題は少

ない。施工時に貯水位を低下させることで仮締切

等の設置が不要となる場合には、比較的施工が容

易となる。ほぼすべての事例で堤頂部の越流幅拡

大ブロックで堤趾部減勢のために堤趾導流壁を設

けている。 

堤体切削による洪水吐増設では、徳島県那賀川

の長安口ダム（国土交通省）が最大規模である。

高さ約37m×幅約11m、高さ約28m×幅約11mの

切削を行い、2つの放流設備を増設した。 

貯水位を下げず貯水池運用を維持しながら切削

するため、堤体に替わる予備ゲートを先行設置し

た後堤体を切削した。設計水位で増設放流設備か

ら最大約4,000m3/sが既往洪水吐きの放流に合流

するため、増設洪水吐き下流の導流部と減勢工の

大幅な改造が必要となり、水理模型実験により形

状を決定した。  

2.2 堤体削孔による放流管洪水吐の増設 
 既設のダム堤体に穴をあけ、放流設備を増設す

る手法で、基本的には重力式コンクリートダムに

適用される。日本では、利水目的の貯水池運用上

の制約から貯水位を大きく低下させることが難し

く、大水深条件での施工が求められるため、ダム

堤体上流側の仮締切技術が重要となる。 

 堤体削孔できる穴の規模や数が対象ダムの構造

により制約を受ける中、経済性の観点からはなる

べく放流流速を大きくしたいところであるが、作

用水頭が25mを超える放流設備は高圧放流設備と

定義され、放流流れが高速となるため、局所的な

負圧の発生等によるキャビテーション損傷を防止

する必要から、管内流速を抑制する必要がある。

さらに、増設放流設備では放流管の吞口と出口の
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配置を直線上にできず、複雑に湾曲する形状とな

ることがあるが、大口径放流管の湾曲部では局所

的な圧力低下が生じやすくなることに注意を要す

る。なお、この点に関しては、水理模型実験によ

る湾曲部の壁面作用圧力に関する検討によって3)、

現在では合理的な設計が可能となっている。 

 堤体削孔の事例としては、鹿児島県川内川の鶴

田ダム（国土交通省）にて、増設放流管3条(直径

4.8m、削孔断面：高さ6.0m×幅6.0m)、付替発

電管 2条 (直径 5.2m、削孔断面：高さ 6.4m×幅

6.4m)を増設したものが既往最大規模である。こ

の施工における仮締切では、ダム上流の水中に台

座コンクリートを設置後、鋼製の仮締切扉体を組

み上げる従来の工法の他に、台座が不要な浮体式

仮締切の新技術が開発され4)、大深度潜水作業を

軽減し、コスト縮減や安全性確保が実現された。 

 堤体放流設備は流量が小さければ、既設の減勢

工を活用できるが、鶴田ダムのように大規模な場

合には専用の減勢工新設が必要となる。鶴田ダム

でも長安口ダム同様に水理模型実験で流況を確認

しながら形状が決定された。 

 なお、作用水頭が25m以下のオリフィス形式の

放流設備増設のうち、堤頂に近い場所にオリフィ

スを設ける場合には堤体を上部から開削する施工

方法が用いられる。 

2.3 トンネル洪水吐きの新設 
 2.1や2.2の手法を用いることがダム構造上の制

約から困難な場合は、ダム堤体周囲の地山内にト

ンネル洪水吐きを新設する。愛媛県肱川の鹿野川

ダム（国土交通省）と京都府淀川の天ヶ瀬ダム

（国土交通省）の2つの事例がある。 

 鹿野川ダムのトンネル洪水吐きはトンネル直径

11.5m・延長457m・放流量約1,000m3/s、天ヶ瀬

ダ ム の ト ン ネ ル 洪 水 吐 は 直 径 10.3m ・ 延 長

617m・放流量約600m3/sである。どちらも作用

水深が25mを超える高圧放流設備となるため、ト

ンネル水路断面を大きくし流速を10m/s程度に抑

える設計とした。流入部水深が小さい管路流は流

入部からの空気吸込みにより出口ゲートの振動や

流況の乱れを招く懸念がある。空気混入が生じな

い流入部水深とする配置が困難だったため、水理

模型実験を行い吸い込み渦の発生を抑える流入部

形状とした。 

天ヶ瀬ダムの貯水池内流入部施設の施工では、

民間企業開発の陸上から遠隔操作で水中掘削等の

作業が行えるシャフト式水中作業機5)が採用され

た。 

 両ダムとも放流量が大きく、減勢工が必要にな

るが、河道内の配置に制約があり、鹿野川ダムで

は段差やバッフルピアを配置することでコンパク

トな減勢池形状とし、天ヶ瀬ダムでは地山内に減

勢工を設置する工夫がされている。両ダムの減勢

工は水理模型実験によりで減勢効果を確認しなが

ら形状を決定した。 

2.4 放流能力増強の適用範囲 
 2.1～2.3に述べた3つの手法について、実績等

から整理される適用範囲を図-1に示す。図-1は、

横軸に放流量増大量範囲、縦軸に設置可能水深範

囲をとった。なお、堤体削孔放流管新設は、高圧

設計が必要なコンジット放流設備と高圧設計が不

要なオリフィス放流設備に細分した。 

堤体切削によるクレスト放流設備新設は、切削

高さの施工等限界から設置可能水深範囲に限界が

ある一方で、実績からは放流量増大量範囲は最も

大きい。 

 
図-1 放流能力増強手法の適用範囲（実績）  

ただし、クレスト放流設備の新設が可能なブ

ロック数や減勢施設の設置可能スペースがもう一

方の制約となるため、ダム毎に限界増強能力の検

討・確認が必要である。 

堤体削孔による放流管増設とトンネル放流設備

新設では、設置可能水深範囲が拡大する。堤体削

孔は構造等の制約で1条の放流管径は4.8mが最大

で、放流量増大量を大きくするには条数増加が必

要となるが、物理的に配置可能条数の限界がある。  

トンネル放流設備は、管径・配置の制約は堤体

削孔に比べ小さいが、延長が長くコスト上の負荷

が大きい。能力増大量の実績最大は約1,000m3/s

で、堤体切削の最大2,000m3/sには及ばない。 
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なお、既設堤体の切削や削孔に際しては、既設

堤体の健全性とともに堤体安定性への影響につい

て基礎地盤の評価を含めた確認、トンネル放流設

備の新設では十分な地山の地質調査が必要になる。 

3．同軸嵩上げの技術的留意点 

3.1 堤体嵩上げの方式 
 重力式コンクリートダムの嵩上げは、①既設ダ

ム軸に新堤体軸を一致させた同軸嵩上げ、②下流

側に軸線をずらした下流軸嵩上げ、③下流サイト

へのダム新設、の3つの方式がある（図-2）。 

ダムサイトの地形・地質条件、既設堤体の構造

や健全性、嵩上げによる堤体安定性への影響、施

工中の運用水位条件や洪水処理方法を含めた貯水

池運用、関連設備への影響等を総合的に勘案して

適切な嵩上げ手法が選定される。 

同軸嵩上げで、貯水容量増大を目的とした堤体

の嵩上げ工事が完了している例を表-1に示す。 

同軸嵩上げ等の堤体改造を伴うダム再生の堤体

の設計は、新設ダムと同様に河川管理施設等構造

令6）等の規定を満たす必要があるとともに、既設 

 
図-2 重力式コンクリートダムの嵩上げ手法  

表-1 重力式コンクリートダムの同軸嵩上げ事例  

 
堤体コンクリートの上に新たにコンクリートを打

設する等のダム再生に特有な条件により発生する

技術的な課題にも留意する必要がある。既往のダ

ム再生事例を踏まえた設計・施工における主な技

術的な留意点はダム再生ガイドライン1）にその要

点が整理されている。 

3.2. 同軸嵩上げにおける技術的留意点 
ダムは基礎岩盤と一体で水圧を支える構造物で

あり、堤体とともにその基礎地盤の安定性につい

ても十分な検討が必要である。そのため、新設ダ

ムでは第四紀断層調査を含む入念な地質調査を実

施した上で基礎地盤の評価を行い、それを踏まえ

た設計及び施工計画の作成が実施されている。 

堤体嵩上げでも、基本的な流れは新設ダムと同

様であるが、既設堤体や貯水池が存在するため、

新設ダムと異なる課題も存在する。以下に、ダム

再生、特に同軸嵩上げで実施される調査・設計・

施工に関する技術的な留意点について記載する。

ただし、前述のとおり放流設備増強に際しても地

質調査や岩盤評価が必要になる場合があるため、

地質に関してはダム再生の種類を問わず、共通す

る課題や留意点について記載する。なお、貯水池

周辺斜面の地質調査や安定度評価については、

「ダム再生の技術的留意点(2)」2)に述べる。 

3.2.1 第四紀断層調査 
 第四紀断層は地下浅部で発生する内陸型地震の

要因とされ、その活動によっては地震動に加えて

地表変位をもたらすこともある。そのため、国土

交通省が所管する既設ダムでは基本的に建設段階

までに文献調査、地形調査および必要に応じて行

われる地質調査に基づく第四紀断層調査を行い、

ダムの安全性を確認している。ダム再生ガイドラ

イン1）では「ダム再生事業を実施する場合の第四

紀断層調査は、既往の調査結果を踏まえつつ、最

新の文献等によって、ダムの安全性に影響を与え

るような要注意な第四紀断層が存在しないことを

確認することが基本となる」としている。また、

トンネル洪水吐きの新設にあたっては、堤体だけ

でなく、トンネル部も含めて検討する必要がある。 

3.2.2 基礎岩盤および既設堤体の物性等の把握 
ダム再生の実施にあたり、必要な情報として、

既設堤体コンクリートの強度物性や既設堤体下の

地質や透水性、岩盤強度、それらを踏まえた設計

の考え方、施工方法など、既設ダム建設時の調

査・設計・施工に関する資料の確認が必要である。

しかし、竣工年代の古いダムではダム再生に必要

な情報が十分に残されていない場合や、調査や設

計の考え方が現在とは異なる場合もあり、その場

既
設
堤
体

既
設
堤
体

既
設
堤
体

新堤体

新
堤
体

①同軸嵩上げ ②下流軸嵩上げ ③下流新設

既設ダム 嵩上げ後

王泊 63.5 74 1.17 約2
三川 48 53 1.10 不明
川上 46.5 63 1.35 2.30
黒田 35 45.2 1.29 約2

新中野 53 74.9 1.41 4.70
曲渕 37.3 45 1.21 1.67
萱瀬 51 66.5 1.30 2.26
三高 32.6 44 1.35 2.54

下の原 30.6 36.5 1.19 1.65
氷川 56.5 58.5 1.04 1.16
笠堀 74.5 78.5 1.05 1.14

新桂沢 63.6 75.5 1.19 1.67

堤高（ｍ）

ダム名
堤高の

増加割合

有効貯水容
量の増加割

合



土木技術資料 64-2(2022) 
 
 

 

－ 13 － 

合にはボーリング調査等による新たな地質調査や

それに基づく岩盤評価、既設堤体の健全性の調査

等が必要になる。これにより、同軸嵩上げが可能

か判断し、計画する場合にはそれらの情報を踏ま

えて嵩上げダムの設計を行う必要がある。 

3.2.3 ダムサイト地質調査 
ダム再生では、既設堤体と貯水池の存在を前提

にした地質調査の計画を立案する必要がある。露

頭の確認が困難なことに加え、ボーリング調査が

可能な範囲もダムの天端や監査廊、堤趾部付近な

どに限定されるほか、トンネル洪水吐きでは、呑

口部が貯水池内となるなどの制約もあり、新設ダ

ムと比較すると調査範囲や数量が限定的にならざ

るを得ない。そこで、通常の鉛直ボーリングに加

え、斜め方向へのボーリング調査が実施されるこ

とも多い（図 -3）。また、ボーリング調査で把握

できない範囲の地質情報を補間するため、施工時

に撮影された掘削面写真と露頭、ボーリングコア

を比較分析し、写真から地質や岩盤性状を推定す

る取り組みも行われている7)。 

横坑調査は地山内部の地質性状を直接観察でき

るほか、岩盤の原位置せん断試験が可能なため、

地質調査として非常に有効であるが、ダム再生で

は現地条件から掘削が困難な場合がほとんどであ

る。しかし、嵩上げ規模が大きい場合などでは行

われることもあり、その際には、既設堤体や止水

範囲に影響を与えないようにレイアウトや掘削方

法に留意する必要がある。同軸嵩上げダムで調査

横坑の掘削や原位置せん断試験を実施した事例で

は、北海道開発局の新桂沢ダムや山口県の川上ダ

ムなどがある。 

 

図-3 斜めボーリングの活用イメージ 

3.2.4 岩盤評価 
 堤体嵩上げや放流設備増強などにより堤体の自

重や最高水位が変化する場合には、基礎岩盤に必

要なせん断強度が変わるため、岩盤の設計せん断

強度の確認と再生後の堤体の安定性評価が必要と

なる。しかし、前述のように、既設ダムの岩盤分

類や設計せん断強度の情報がそのまま利用できな

い場合も多く、その場合には新設ダムと同様の考

え方で新たに岩盤の評価が行われている。 

 現在、国土交通省の所管するダムでは、岩盤を

硬さ、亀裂間隔、亀裂の状態の三要素で区分し、

その組合せで岩級を評価する土研式岩盤分類が一

般的であるが、再生対象ダムでは定性的な記述に

よる区分や、そもそも区分がされていない事例も

あり、その場合には、地質調査結果をもとに新た

に土研式岩盤分類に基づく岩級評価が行われる。 

 各岩級の設計せん断強度の設定にあたっては、

ダム再生では原位置せん断試験が実施できないこ

とが多いため、地質や岩盤性状の類似するダムの

試験値を参考に設定することが一般的に行われる。

このとき類似するダムの選定が極めて重要であり、

設計せん断強度の設定にあたっては、危険側の評

価とならないように、複数の類似ダムのデータを

用いた検討を行うことや、統計的な手法に基づく

整理結果8)を用いて妥当性の確認を行う必要があ

る。 

3.2.5 ダム再生における地質調査・評価の重要性 
 既設堤体下の岩盤は、嵩上げダムの設計等に必

要な調査ボーリングを除き、事業実施にあたり基

本的に掘削によって確認されることはないため、

新設ダムと異なり、調査設計時の評価が見直され

ることなく、施工、管理の段階に移行することに

なる。そのため、ダム再生にあたっては新設ダム

と同様に地質の不均質性や調査結果の不確実性を

考慮し、必要な調査を確実に実施することが必要

である。 

3.2.6 基礎掘削 
 基礎地盤の地質調査等の結果から、同軸嵩上げ

を行う基礎地盤が必要な強度を有しているか確認

を行うとともに、嵩上げダムが新たに上座する部

分の基礎地盤については、新設ダムと同様に基礎

掘削を行って必要な強度が得られる岩盤を露出さ

せる必要がある。基礎地盤の掘削においては、発

生する振動等により既設ダムの堤体や基礎地盤へ

の影響を最小限にとどめるため、極力振動が発生

しない工法を選択し、既設堤体等において振動の

モニタリングを行ってその影響を評価することが

望ましい。 

鉛直ボーリングのみ 斜めボーリング併⽤

把握困難な範囲 把握困難な範囲
の減少
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3.2.7 基礎処理 
 嵩上げにより運用水位が上昇することから、嵩

上げ後の貯水位に対して基礎地盤が必要な遮水性

等の性能を有しているか確認を行い、必要に応じ

てグラウチング等による基礎処理を行う必要があ

る。前述のとおり、既設ダムの竣工年代が古い場

合には既設ダムの基礎地盤の透水性や基礎処理の

詳細が不明な場合が多い。このため、基礎地盤の

透水性等をボーリング調査により評価したうえで、

嵩上げに伴う基礎処理工の追加や補強の必要性を

検討する。なお、嵩上げに伴い新たにダム基礎と

なる左右岸端部は新たに基礎処理工が必要となる。  

3.2.8 堤体の基本断面形状 
 新設ダムでは河川管理施設等構造令6）に示され

る構造計算法（震度法）を用いてダムの堤体が滑

動や転倒に対して安定なものとなるよう基本断面

設計を行う。同軸嵩上げの場合には、既設堤体の

荷重状態に嵩上げとそれに伴う運用水位の上昇に

よって新たに加わる荷重が作用する等の嵩上げ特

有の荷重条件の変化を考慮した上で、嵩上げ後の

堤体が滑動や転倒に対して安定となるよう基本断

面を決定する必要がある。この検討には、嵩上げ

ダムの基本断面形状の検討に従来から用いられて

きた垣谷による方法9）あるいはその改良法として

嵩上げに伴うより実際的な荷重条件変化を考慮す

る安定計算法を用いることができる 10）。また、

新旧堤体の接合部付近に発生する応力を詳細に評

価することなどを目的として、FEMによる応力

解析を行い、局所的に発生する応力が堤体の安定

性に及ぼす影響についても評価することが望まし

い場合もある。 

3.2.9 堤体の止水機能の確保 
 堤体の止水機能を確保するために、堤体に設け

られている横継目には止水板が設置されるが、竣

工年代が古い場合には既設堤体の止水板の配置等

の詳細が不明な場合がある。そのため、既設堤体

の止水板の配置等を調査した上で、既設堤体と嵩

上げ堤体の止水板が確実に接続するよう設計する

ことにより、堤体の水密性を確保する必要がある。  

3.2.10 温度応力への対応 
 重力式コンクリートダムの同軸嵩上げでは、既

設堤体に拘束される嵩上げ部分（増厚部）の堤体

コンクリートに温度応力による有害なひび割れが

生じないよう留意する必要がある。特に、嵩上げ

部分の高さが比較的低く、増厚部のコンクリート

の厚さが薄い場合には、既設堤体の拘束による影

響が大きくなり、嵩上げダムの下流面の表面に温

度応力が原因と推定されるひび割れが発生した例

がある 11）。このような温度ひび割れは一般的に

下流面の表面に発生するためダムの安全性にただ

ちに影響を与えるものではないが、ひび割れの発

生を抑制するため、実際の施工時に近い打設工程

や気温変化を用いた温度応力解析を行い、温度応

力解析から算定される引張ひずみあるいはひび割

れ指数が許容値内に収まるよう適切な温度規制計

画を策定する。なお、許容値の設定は、実際の嵩

上げに使用されるコンクリートを用いて引張強度

試験を行い、その結果をもとに行うことが望まし

い。 

3.2.11 新旧堤体の一体化 
 同軸嵩上げでは、前述のように嵩上げダムの堤

体に有害な温度ひび割れが発生しないようにする

とともに、新旧堤体が確実に一体化するよう施工

を行う必要がある。 

 
図-4 新桂沢ダムの既設堤体下流面のチッピング12）  

新桂沢ダムでは、既設堤体の下流面の表面を厚

さ3cm程度チッピングすることにより（図 -4）、

表層の劣化した部分の除去を行うとともに、既設

堤体の表面を粗面にすることで新旧コンクリート

の付着性を高めている。また、チッピング後の既

設堤体表面にモルタルを1.5cm程度の厚さに塗布

してから嵩上げ部の新コンクリートを打設するこ

とにより、新旧堤体の一体化が図られている 12）。  

3.2.12 洪水吐減勢工の設計と施工中の機能維持 
 水理設計上は嵩上げ後の放流設備配置が重要に

なる。貯水位が高くなり、放流量の増加だけでな

く放流水の流速も大きくなるため、減勢工などの

規模を大きくする必要が生じる場合が多い。 

既存の設備を一部利用する場合には放流水の処

理に工夫が必要になるが、配置上の制約が少なけ
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れば新規ダム設計の知見を用いることができる。 

新設ダムと異なり、既設ダムの機能を確保しな

がらの施工が求められる場合が多く、施工中の洪

水処理方法や転流方法が重要になる。必要に応じ

て水理模型実験を行い、施工中の流況を確認して

適切な施工手順を検討する。 

3.3 試験湛水 
 同軸嵩上げによるダム再生は運用水位の上昇を

伴うため、嵩上げダムとしての運用開始にあたっ

ては基本的に試験湛水を行い、ダムとその基礎地

盤及び貯水池周辺斜面の安全確認を行う必要があ

る。なお、嵩上げでなくとも、再生後において既

設ダムによる貯水位運用の条件（水位変動幅、水

位変動速度）を超える運用を行う場合には、試験

湛水による安全確認を実施することが基本となる。 

一方、貯水位運用を変更しても、既設ダムの運

用でダム再生事業後のダム堤体とその基礎地盤お

よび貯水池周辺斜面の安定性が確認されていると

判断される場合には、必ずしもダム新設と同様の

試験湛水を実施する必要はないが6）が、試験湛水

の実施の必要性判断、また試験湛水が必要と判断

される場合にはその実施条件の設定の根拠とする

ため、貯水位変動の実績や計測データ等から既設

ダムでの堤体、基礎地盤および貯水池周辺斜面の

安定性を確認しておく必要がある。 

4．まとめ 

本報文ではダム再生のうち、治水・利水機能向

上のための既存施設改良に位置づけられる洪水吐

きの放流能力増強（堤体切削・堤体削孔・トンネ

ル洪水吐き新設）と重力式コンクリートダムの同

軸嵩上げについて、その技術的特徴や留意点につ

いて述べた。 

本報文では現時点で重要と考えられる事項に

絞って紹介しているが、ダム再生には多くの手法

があり、また対象となる既設ダムの構造やそれを

支える岩盤も竣工年代や現地条件等により様々で

ある。そのため、ダム再生にあたっては、ガイド

ラインを参考としつつ、個々のダムの条件や特徴

を踏まえた設計及び施工方法を検討することが肝

要である。 
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